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研究成果の概要（和文）：わが国の社会資本整備では，膨大な既設インフラの維持管理が重要課題となってい
る．しかし，限られた予算と技術者不足の下，従来のインフラ管理の方法・体制では課題解決は困難である．一
方，インフラ管理の必要性は社会で認知されつつあるものの，それが社会経済にもたらす効果を十分評価できて
いないため，費用負担の理解が未だ十分でない．本研究では，既存インフラを対象に，施設特性や管理水準，地
域性などを考慮した上で，様々な担い手による民産官学の適切な役割分担と連携から成る『地域協働型インフラ
管理システム』を提案し，リスクを含む便益・費用の評価，および理論分析・社会実験により，その実装可能性
や有効性を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：Infrastructure improvement is seriously important issue for maintenance and 
management of enormous existing infrastructure in Japan.  However, under the limited budget and 
engineers, it is difficult to solve the problem with the conventional infrastructure management 
method and system.  On the other hand, although the necessity of infrastructure management is being 
recognized, understanding of the cost burden is still insufficient because it is not fully 
appreciated the effect that it brings on the social economy.
In this study, we propose a "community collaborative infrastructure management system" consisting of
 appropriate roles sharing and collaboration between residents, industries, government and academics
 by various players with facility characteristics, management level, regional characteristics, etc. 
 We evaluate benefits and costs including risk, and clarified the feasibility and effectiveness 
through theoretical analysis and social experiments.

研究分野： 土木計画学

キーワード： アセットマネジメント　地域協働　費用便益分析　合意形成　維持管理　土木計画　新たな公共　社会
システム
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国では，2012 年 12 月に発生した「笹

子トンネルの天井板崩落事故」を受け，国交
省国土幹線部会による中間答申では，適切な
メンテナンスサイクルの早急な構築が提言
された．また 2013 年 6 月に公布された改正
道路法では，維持管理に「点検」が明示され，
自治体での道路総点検が始まっており，わが
国におけるインフラ管理は新たな局面を迎
えている．一方，国内外の研究の多くは，点
検・診断・補修に関する個別要素技術の開発
に焦点が当てられ，それらに基づいてライフ
サイクルコストの最小化を図る方法論，およ
び管理システムが開発され，その一部は実用
化されている． 
我々は，平成 20 年度に「岐阜大学社会資

本アセットマネジメント技術研究センター
（CIAM）」を設立し，「社会基盤メンテナンス
エキスパート(ME)養成講座」という人材育成
を通じ，ME を中心とした地域協働型インフラ
管理システムの導入を試行している．また，
地域住民を含む様々な主体の連携の可能性
について，概念や要件を整理している．さら
に，インフラ管理がもたらす効果について，
リスク評価の観点からいくつかの評価モデ
ルを提案している．以上の研究成果およびそ
の過程から地域協働型インフラ管理システ
ムの実現化に向けて，次のような新たな課題
が浮かび挙がってきた． 
(1) 地域協働型インフラ管理における民産
官学の役割分担の内容や範囲，連携方法・体
制が具体的でない． 
(2) 地域協働型インフラ管理システムがも
たらす便益・費用を評価する手法が不十分で
ある． 
(3) 地域協働型インフラ管理システムの実
装の参照点となり得る理論的根拠が示され
ていない． 
(4) 地域協働型インフラ管理システムの実
装可能性，現実的な有効性が明らかでない． 
 
２．研究の目的 
我々は，これまでの研究を通して，従来型

インフラ管理のシステム的な課題として「自
治体間の連携」，「民間活力の活用」，「住民参
加」の３点を挙げている．また，その担い手
に関して「専門家の育成」，「住民の主体的な
活動の創出」という課題を示し，「中間支援
組織の活用」の必要性を示している．その上
で，自治体，民間企業，地域住民が連携でき
る関係を構築し，中間支援組織が各主体の役
割や主体間の連携を補完するとともに，人材
育成も担うことで維持管理サイクルが自立
する仕組みの概念を提案している（下図参
照）． 
本研究は，この概念の有効性および実現可

能性について，理論分析と実証分析の両面か
ら検証したものである． 
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従来型インフラ管理から地域協働型インフ
ラ管理へのしくみの変更（イメージ） 
 
３．研究の方法 
(1) 地域協働型インフラ管理に適する対象
施設の特性や管理水準などを整理し，地域性
に応じた民産官学の役割分担の内容や範囲，
連携の方法や体制を明らかにする． 
(2) 地域協働型インフラ管理システムがも
たらす社会経済効果について，リスク評価の
視点から評価するとともに，主体別の便益・
費用を評価することで，社会全体としての効
率性のみならず，主体間の公平性の観点から
も評価可能な手法を開発する． 
(3) 民産官学の役割分担と連携を捉えるこ
とが可能な社会経済モデルを構築し，数理計
画アプローチにより最適解を導出すること
で，地域協働型インフラ管理システムを実際
の社会に導入してく場合の参照点となる理
論的根拠を示す． 
(4) 実際の地域において，地域協働型インフ
ラ管理システムの導入を試行し，その実装可
能性，有効性を明らかにする． 
 
４．研究成果 
(1) 地域協働型インフラ管理の仕組みづく

りに向けた一考 
社会基盤構造物の急速な老齢化によりイ

ンフラ管理が求められている．しかしながら，
資金不足及び人材不足から，とくに地域のイ
ンフラ管理が十分に行われず公益が阻害さ
れる可能性がある．インフラの管理責任とい
う高いハードルがある我が国の制度におい



ても，主体間の関係を見直し，地域内で維持
管理サイクルが成立するよう主体の役割お
よび連携方法を検討し，地域協働型インフラ
管理の仕組みを構築する必要がある． 
すなわち，維持管理する施設数は増加する

が，人員は減少しているという現状から，官
側だけでの維持管理には限界があり，民間協
働の体制が望まれるようになってきている．
ここでいう「民」とは，企業，一般住民，利
用者，NPO 等「官」以外の主体となる団体あ
るいは個人を指す．例えば，道路周辺の清掃
では，道路の清掃・美化を委託する道路の里
親制度など，官民の協働作業が現実に行われ
ている． 
地域協働型インフラ管理を効果的に展開

できるよう支援促進する仕組みづくりにつ
いて，問題解決のための適動設計手法を用い
て一考した．適動設計は，過去の延長線上の
発想や価値基準で将来を予測し，計画立案を
行うのではなく，理念追求型で未来を思考し，
未来からみて問題を設定し，解決策を検討し
た．具体的には，問題解決の標準考程（「理
念設定」→「案件設定」→「現状把握」→「来
果探究」→「予悔充足」→「方針設定」）を
経て考えた．また，ここでは，参考情報を収
集するため，岐阜大学が養成した社会基盤メ
ンテナンスエキスパート（ME）へのアンケー
ト及び専門家へのヒアリング等を行った． 
未来・目的志向で地域協働型インフラ管理

の仕組みづくりを考えることで，過去の延長
上になく激変する環境に対応可能な理念追
求型の方針，方策，及び行動計画が作成され
た．これより，社会の進化に寄与することが
期待される． 
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(2) インフラ管理の地域ニーズに関する考

察 
長期的で予防保全型のインフラ管理が求

められるが，住民からの地域ニーズに応える
日常の対処療法的な管理についての仕組み
について言及することも必要である．ここで
目指すのは，地域住民がある一定の関わりを
持ち，地域ニーズに応える地域協働型の仕組
みを提案することであり，そのために地域住
民から提出される住民要望を考察対象とし，
地域ニーズに応えるための住民の役割や課

題について考察した．具体的には，(1)要望
の対象物，(2)要望の原因，(3)要望につなが
った理由の 3視点から，住民要望の特徴を整
理した．その結果，対象物の現象が地域住民
や地域と結びつき，要望として表明されるこ
とが明らかになった．そして，(1)住民要望
の増加，(2)住民管理の範囲と役割，(3)住民
管理の課題について考察の視点から考察し
た． 
 
(3) 地域協働型インフラ管理の実装に向け

た行政と地域住民の役割分担に関する
モデル分析 

財源，技術者の不足する状況下において，
すべての道路を技術者が管理することは困
難である．地域住民が参加することで管理の
すきまを埋めることや住民目線での社会資
本の損傷を発見することにつながり，制約の
中できめ細かい管理ができる可能性がある．
ここでは，地域住民を道路管理の一主体とし，
技術者と連携する地域協働型インフラ管理
について，住民と技術者の分担を考察するた
め，それぞれのコストとリスクから社会的費
用を定義する．社会的費用を構成する要素と
して，地域住民によるインフラ管理費用，行
政によるインフラ管理費用，道路管理におけ
る交通事故リスクをモデル化する．簡易的な
シミュレーションの結果から，最適な地域住
民の点検回数と技術者の点検間隔について
挙動を確認し，社会的費用を最小化する条件
について考察した． 
具体的には，社会資本の内，住民が管理に

比較的参加しやすい道路舗装を対象とし，容
易に発見しやすいポットホールを地域住民
と技術者が点検することを想定した数理計
画モデルを構築した．このモデルでは地域住
民と行政のコスト，リスクから構成される社
会的費用を定義した．簡易的なシミュレーシ
ョンから，地域住民が協働した場合の社会的
費用の算出を行い，モデルの挙動確認を行う．
技術者の点検の間に地域住民が点検を実施
することを想定した分析をすることで，社会
的費用が最小化になる条件を示し，地域住民
と技術者の役割分担について考察した． 
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地域住民が点検に参加した場合の社会的費
用の計算例 
 
(4) 道路統廃合を念頭にした生活道路ネッ

トワークデザインモデル 
現在わが国では蓄積された道路ストック

の維持管理が国土政策において重要な課題
である．今後も増大が見込まれる維持管理費
用を踏まえれば，現在の予算規模で現状の道
路ストックを管理し続けることは困難であ
る．また，人口減少社会に突入し，スマート
シュリンクが提唱されていることを踏まえ
ても，重要度の低い道路は適宜統廃合し，維
持管理費用の縮減を図る必要があるだろう．
一方で，むやみに廃止すれば市民生活等に支
障をきたす．市民の移動需要を満足しつつ，
戦略的に管理量を減らす必要がある．先行研
究で構築した生活道路において一定の旅行
時間を満足するネットワーク形状が決定さ
れる道路ネットワークデザインモデルを用
いて，実務への展開を目指し，複数の維持管
理戦略，移動モード，評価時点を考慮できる
ように拡張したモデルを提案した． 
提案したモデルを仮想ネットワークで試

算し，モデルの挙動を確認した．許容される
旅行時間を現在のネットワークにおける最

短旅行時間の倍数で複数設定し，最適解を求
めた．許容される旅行時間の値によりネット
ワーク形状が異なることを示し，旅行時間の
制約を緩和するとLCCを小さくできるトレー
ドオフの関係を確認し，その条件によって最
適な維持管理戦略が変化する状況を示した． 
下図のような位置関係で，橋を含む道路の

ネットワークと集落があるとする．中央に川
が流れ，その北側に集落，奥には生産地点が
あり，3 つの橋がかかっているとする．住民
の移動時間に対する受忍限度を緩和した場
合の計算例を示す．上図は中央の橋を残すケ
ース，下図は両側の橋を残すケースで，住民
の移動時間を含んだ広義のLCCを計算すると，
両図のケースとも3つの橋を残すより小さい
ものの，上図より下図の道路ネットワークの
方が小さいという結果を得た．つまり，移動
時間の受忍限度が緩和されればLCCの低減が
見込まれるものの，条件によっては変わらな
い場合もあるということである． 
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生活道路ネットワークデザインモデルを用
いた計算例 
 
(5) 道路ネットワーク防災機能の便益評価 
現行の道路整備評価では，災害時の機能は

十分に評価されていない．東日本大震災を契
機として，国土交通省は道路の防災機能の評
価手法を公表したが，貨幣単位で評価がされ
ておらず，従来の便益評価と整合性には課題
が残る．ここでは，従来の道路整備評価に合
算可能な防災機能の便益評価手法を提案し
た．新しい経路が確保されることにより，道
路利用者の経済損失（災害時の迂回損失・機
会損失）が軽減されることと，地域住民の孤
立に対する平常時の心理不安が軽減される
ことに着目し，それぞれの便益評価手法を構
築した．岐阜県飛騨圏域を対象とし，道路整



備により雨量規制による孤立が解消された
ケースについて試算を行い，災害時の便益が
ほとんど発生しない道路整備がある一方で，
経路確保の便益が少なくない道路整備が存
在することを確認した． 
 
(6) リスク評価に基づく道路施設の普及版

維持管理計画モデル 
現在我が国では，道路施設を効率的に維持

管理するための取り組みに注力している．し
かし，中小自治体は国と比較して予算や人的
資源が限られている．そのため，国や大規模
自治体同様の手法をとるのは困難であり，中
小自治体でも取り組めるような効率的な維
持管理戦略が必要である．岐阜県は複数構造
物の修繕必要性をリスク評価で一元的に取
り扱うことで投資の効率性向上を狙った総
合的な維持管理手法「社会資本メンテナンス
プラン」を採用している．しかし，リスク評
価には多くのデータが必要であり，中小自治
体に適用するのは困難である．ここでは，リ
スク評価を簡易化した普及版モデルを作成
する．実在する道路施設へ適用し，AHP によ
る優先順位や管理者判断による優先順位と
比較することにより妥当性を検証した． 
 
リスクの分類と入力データ 
リスクの分類 リスクの定義 入力データ 

道路事故 道路事故によって生じる損失 事故件数 

救急救命アクセ

ス 

救急救命患者を医療機関へ搬

送する時間の増大による損失 
人口 

観光・産業活動 
観光・産業活動の輸送が遅れる

ことによる損失 
交通量 

孤立集落 
孤立集落となることに対する
不安感 

世帯数 

通行規制区間 
多降雨時の通行規制に伴う損

失 

交通量,遅延時

間,迂回の距離 

情報提供 
苦情の通報で道路利用者に生

じる時間的損失 
なし 

事後対策工事 
事後対策工事が必要となった
場合に発生する工事費用 

事後対策費用 

事後対策工事に

よる渋滞・迂回 

事後対策工事が必要となった

場合に発生する渋滞・迂回損失 

交通量,遅延時

間,迂回の距離 

 

 
普及版モデルのインターフェース 

普及版維持管理計画モデルを用いた優先順
位の計算例① 
橋梁名 A 橋 B 橋 C 橋 D 橋 E 橋 
損傷 小 中 中 小 中 
市道 2       2 
迂回 有 有 有 有 有 
バス × × × × × 
緊急 × × × × × 
交通 小 小 小 小 中 
幅員 ○ ○ ○ ○ ○ 
被害 × × × × × 
橋長 17.7 21.7 17.5 21.3 6.45 
普及版 4 位 2 位 1 位 4 位 3 位 
AHP 1 位 3 位 3 位 4 位 2 位 
管理者 4 位 2 位 2 位 4 位 1 位 

計算例② 
路線名 A 線 B 線 C 線 D 線 E 線 
損傷 小 中 小 小 小 
市道 1 1 1 1 1 
迂回 有 有 有 有 有 
バス ○ ○ × ○ × 
緊急 無 無 無 無 無 
交通 中 中 小 中 中 
幅員 ○ ○ ○ ○ ○ 
被害 ○ ○ × × × 
普及版 3 位 1 位 2 位 1 位 3 位 
AHP 1 位 2 位 5 位 3 位 4 位 
管理者 2 位 1 位 3 位 3 位 3 位 
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